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独立行政法人通則法第三十条第一項の規定に基づき、独立行政法人防災科学技術研究所（以下、「防災科

学技術研究所」という。）の平成１８年４月から始まる期間における中期目標を達成するための計画（以下「中期

計画」という。）を定める。 

 

 

Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置 に

防災科学技術研究所は、 

「災害から人命を守り、災害の教訓を活かして発展を続ける災害に強い社会の実現を目指すこと」

を基本目標とし、以下の６つの方針に沿って研究開発を推進するものとする。 

方針１：社会の防災に役立つことを基本に据えた研究開発の推進 

・個々の研究開発について、社会のニーズに対応した明確な目標を設定し、その達成のために体系的

な研究開発計画を策定し、それに従って研究開発の各部分を相互に関連付けた取組みを推進する。 

・研究開発の成果が実際に社会で使われるよう、防災の政策や対策のための選択肢や判断材料を提供

できるところまで研究開発を行う。また、その成果を社会における利用者に使いやすい形で発信す

る取組みを推進する。 

方針２：幅広い分野間の連携による総合化 

・理学、工学、社会科学等の幅広い科学技術の分野による総合的な取組みを推進する。その際、社会

科学分野における防災研究については、社会現象としての災害過程の理論化や社会現象としての災

害を研究する方法論の確立といった、基礎的な取組みが必要とされることに留意する。 

・多様な災害が複合することの多い実際の災害を適切に取り扱えるよう、個別の災害分野を横断する

統合的研究開発の取組みを推進する。 

・災害は資源、環境、開発等の諸問題と密接に関連しており、それらの関連性に十分配慮した総合的

な研究開発を推進する。 

方針３：研究開発の戦略的重点化 

・地震災害による被害の軽減に関する研究開発への重点化、火山災害による被害の軽減に関する研究

開発の着実な推進とともに、気象災害・土砂災害・雪氷災害による被害の軽減に関する研究開発へ

の特化を図る。 

・防災科学技術の基礎研究や各種観測を含む活動全体を相互に関連づけ、戦略的な計画を策定し研究

開発を推進する。 

方針４：研究開発機関間の連携推進と研究開発基盤の強化 

・防災分野の研究開発を行う諸機関と、共同研究開発、人材交流、研究開発施設の共用等による連携

を強化する。 

・最先端の情報技術等を活用した高性能化に留意しつつ、防災分野の研究開発に必要な研究開発基盤

の重点的な整備を図る。 

方針５：積極的な国際展開 

・防災分野の研究開発の先進国として、研究開発基盤の整備・共用、世界的な観測及びデータ流通、

共同研究開発等において、積極的に国際的な役割を担う。 

・相手国の自立性と協力による効果の持続性に留意しつつ、開発途上国との協力を進める。 

方針６：非公務員化のメリットを活かした効果的・効率的な事務及び事業の実施 

・職員の身分を非公務員化することにより、大学や民間企業等との人事交流の促進、職員の採用・雇

用における自由度の確保等を図り、理事長のリーダーシップの下、より一層の成果をあげるよう効

果的・効率的に事務及び事業を実施する。 

 

 1



１ 防災科学技術の水準向上を目指した研究開発の推進 

（１）基礎研究及び基盤的研究開発による防災科学技術の水準の向上 

防

① 地震

② 火山

③ 気象

④ 災害

地

ま

ア

災科学技術研究所が実施する研究開発の領域を以下のようにし、①を特に重点的に推進することに

より、防災科学技術の水準の向上を目指す。 

災害による被害の軽減に資する研究開発 

災害による被害の軽減に資する研究開発 

災害・土砂災害・雪氷災害等による被害の軽減に資する研究開発 

に強い社会の形成に役立つ研究開発 

これらの研究開発を進めるにあたっては、後述する「（２）研究開発の多様な取組み」の中の各種の

研究と密接な連携を保つとともに、多様な自然災害を扱えるよう、分野横断的な研究開発を実施する。 

さらに、国や地方公共団体等が防災行政を行う上で必要としている防災科学技術へのニーズに柔軟

に対応できる体制、制度を整備し、最大限の研究成果を創出することに努める。 

なお、研究開発等の計画策定においては、関連する法律や国の計画等（別添１、２参照）を踏まえ

た。 

 

① 地震災害による被害の軽減に資する研究開発 

震調査研究推進本部による地震に関する基盤的調査観測計画（平成１３年８月など）及び科学技

術・学術審議会測地学分科会の「地震予知のための新たな観測研究計画（第２次）の推進について

（建議）」（平成１５年７月）等に基づき、基盤的地震観測網の整備・運用及びそれを活用した地殻活

動の評価及び解明に基づく被害の軽減のための研究開発を推進する。 

た、航空・電子等技術審議会の「「地震防災研究基盤の効果的な整備のあり方について」（諮問第２

４号）に対する答申」（平成９年９月）に基づいて、あらゆる構造物等の挙動をモデル化し、それによ

り、構造物等の破壊過程のシミュレーション技術（数値振動台）の確立を目指して、世界最高性能の

実大三次元震動破壊実験施設（Ｅ－ディフェンス）を活用した研究開発等を推進する。 

）地震観測データを利用した地殻活動の評価及び予測に関する研究 

(a) 地殻活動モニタリング及び監視手法の高度化 

地震調査研究推進本部の計画に基づいて整備した基盤的地震観測網（高感度地震観測網、広

帯域地震観測網、強震観測網）等から得られるデータを逐次的に解析して、日本及びその周辺

で発生する様々な地震活動、地殻変動などの地殻活動を、実時間で捕捉するなど迅速かつ的確

に把握するとともに、スロースリップ源の実時間特定等を可能とする観測データの処理・解析

手法を開発するなど地殻活動モニタリングの高度化を行う。 

被害を伴う地震等、顕著な地殻活動が発生した場合には、余震活動や余効変動の監視等を通

じて、活動の推移評価を行うとともに、得られた解析結果は、地震調査委員会、地震防災対策

強化地域判定会、地震予知連絡会等、政府機関の地震関連委員会へ随時、または定期的に資料

提供を行う。 

また、インターネット等を通じ、可視化技術等を積極的に活用するなど、国民に対してより

分かりやすい形で地震に関する情報発信を行い、得られた地殻活動の調査結果については、系

統的に整理し、利便性の高い地殻活動情報データベースを構築する。 

 (b) 大地震の発生モデルの構築 

地震発生ポテンシャルを時間・空間的に評価するため、科学技術・学術審議会測地学分科会

の策定する観測研究計画等に沿って、基盤的地震観測網から得られる様々なデータ解析に加え、

制御震源等を利用した機動的地震探査や断層近傍における応力解析、物性調査等を実施するこ
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とにより、関東・東海地域などの代表的な地域の内陸断層やプレート境界における固着域の性

状を解明する。 

また、上記の結果やモニタリングで得られた情報等を組み込み、低周波微動と短期的スロー

スリップの連動現象等、過去や現在の地殻活動を再現可能な物理モデルを構築する。 

 (c) 基盤的地震観測網の整備運用と性能向上 

基盤的地震観測網による長期間の安定した地震観測を実現するため、業務の定型化・マニュ

アル化によって効率化や円滑化に努めながら維持運用を行うとともに、通信ネットワークの高

速化、データ蓄積メディアの大容量化等に対応する先端的技術を取り込んだ高度な観測システ

ムの構築を目指す。観測データの欠損を最小限にとどめるため、稼働率９５％以上を確保する

よう迅速な障害復旧を含む適切な維持・管理を実施する。 

また、収集されるデータ量の増大や、利用者の多様なニーズに対応できるように、観測シス

テム全体の持続的な性能向上を図るため、次世代の観測機器や観測手法を開発する。 

 

イ）

(a) 構

②

科

 

ア）火山噴火予知と火山防災に関する研究 

発 

の特性に応じた火山観測を実施し、活

動

                            

実大三次元震動破壊実験施設を活用した耐震工学研究 

造物の破壊過程の解明及び耐震性の評価 

実大三次元震動破壊実験施設（Ｅ－ディフェンス）を活用し、木造、鉄筋コンクリート造、

鉄骨造などの建築構造物や橋梁などの土木構造物及び地盤・基礎系について崩壊に至る実験を

含めた加振実験を実施し、構造物の破壊過程や耐震性能・余裕度評価に関するデータの取得・

蓄積を行うとともに、構造物の耐震補強技術や免制震技術等を開発する。 

これらの実験研究の実施にあたっては、省庁間の連携及び国内外の共同研究体制に配慮し推

進する。特に、日米共同研究においては、Ｅ－ディフェンスとＮＥＥＳ1における耐震工学実験

施設群を相互に有効活用し、研究資源の節減を図る。 

さらに、今後発生が予想される東南海地震等における長周期地震動に対する長大構造物の応

答に関する実験を実施し、データの取得・蓄積とその公開を行うことにより、耐震性能・余裕

度を検証する。 

(b) 数値振動台の構築を目指した構造物崩壊シミュレーション技術の開発と統合化 

将来の数値振動台の構築を目指して、Ｅ－ディフェンスで実施する木造、鉄筋コンクリート

造、鉄骨造などの建築構造物及び地盤・基礎系の崩壊実験の挙動を、より高精度な解析技術を

開発するとともに、多数の研究者らによる共用が可能となるようにデータ入出力システムの一

般化を図る。 

また、Ｅ－ディフェンスで得られる膨大な実大実験データや数値解析データを効率的に管理

するとともに、国内外の研究者間で共有可能なシステムを構築する。 

 

 火山災害による被害の軽減に資する研究開発 

学技術・学術審議会測地学分科会の「第７次火山噴火予知計画の推進について（建議）」（平成１５

年７月）等に基づき、担当する富士山、三宅島、伊豆大島、硫黄島、那須岳について継続的な火山観

測を着実にするとともに、火山噴火発生機構解明等による被害の軽減に関する研究開発等を推進する。

(a) 火山観測網の維持・強化と噴火予測システムの開

連続観測の対象となる５つの火山について、それぞれ

状況を的確に把握する。また、これまでに蓄積してきたデータと解析技術を基に、火山活動

の把握手法や異常の自動検出、異常を引き起こす地殻変動源の自動モデル化手法を開発し、噴

火予測システムを構築する。 

 
1ＮＥＥＳ：Network for Earthquake Engineering Simulation 
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(b トセンシング技術活用 

赤外映像装置（新ＶＡＭ2）の性能を検

証

常的な監視手法として、ＳＡＲ干渉法に基づく数ｃｍレベルの精度の地殻変動

情

などを

観

(c ためのシミュレーション技術開発・活用 

ータから地下のマグマ

の

に軽減するため、溶岩流、火砕流、噴煙などの火山噴火現象をシミ

ュ

 

③ 気象災害・土砂災害・雪氷災害等による被害の軽減に資する研究開発 

要請が強い分野の被害の軽

減

ア）ＭＰレー 害の発生予測に関する研究 

雨・強風監視 開発 

ど激しい現象を起こす気

象

(b 用化 

ム浸水被害危険度予測システム」をも

と

(c 生予測システムの高度化 

表層崩壊の危険域を５０ｍ格子で予測でき

る

                            

) 火山活動把握のためのリモー

第１期中期目標期間において製作した新火山専用空中

し、火山活動把握のための運用的観測を実施するとともに、火山性ガス放出量の推定手法等

を開発する。 

地殻変動の定

報が安定的に得られる解析技術を確立するとともに、観測された面的な高精度地殻変動デー

タを噴火予測システムへ組み込み、地殻変動源を精密にモデル化する手法を開発する。 

さらに、レーダ、多偏波ＳＡＲ等様々なリモートセンシング技術により溶岩流や噴煙

測する新手法を開発する。 

) 火山活動及び火山災害予測の

火山活動に関連する地震、地殻変動、重力、地磁気など、多項目のデ

動態を推定する事例的研究を進め、マグマの移動過程の一般的性質を抽出する。それに基づ

きシミュレーション手法を活用し、噴火に至るまでのマグマの移動過程を表す検証可能なマス

ターモデルを構築する。 

また、火山災害を効果的

レーションし、災害発生の範囲や程度を予測する技術を開発する。また、リモートセンシン

グなどの観測により把握される時々刻々変化する噴火状況を組み入れたリアルタイム・ハザー

ドマップを試作し、その効果を検討する。 

気象災害・土砂災害・雪氷災害等に関する予測手法の高度化等、社会的な

に関する研究開発を実施する。 

ダ3を用いた土砂災害・風水

(a) 次世代豪 システムと高精度降水短時間予測技術の

ＭＰレーダによる高分解能の雨量情報等を利用して、豪雨・突風な

擾乱を５００ｍの空間分解能で監視する技術を開発し、主要な事例について気象災害発生機

構を解明するとともに、現在監視業務で用いられている手法を上回る精度で、１時間先までの

雨量を予測する技術を開発する。 

) 実時間浸水被害危険度予測手法の実

第１期中期目標期間において開発された「リアルタイ

に、ＭＰレーダによる予測雨量を活用し、地域特性の異なる複数の領域を対象に、時空間的

に高分解能な１０分毎で１時間先までの１０ｍ格子における、土嚢１個分に相当する３０ｃｍ

程度の浸水深予測精度を有する浸水予測手法を確立する。また、排水ポンプの制御、下水道及

び排水路の流量調節、道路上での土嚢積み等の人為的活動を組み込んだ実時間浸水被害危険度

予測手法を開発する。 

) 降雨による土砂災害発

ＭＰレーダによる予測雨量を活用し、１時間先の

技術、変動し始めた斜面の崩壊時刻の早期予測技術、並びに実地形を考慮に入れた崩壊土砂

の運動モデルによる被災範囲の予測技術を構築し、これらの技術を第１期中期目標期間におい

て開発した土砂災害発生予測支援システムに組み込むことにより高度化する。 

 
2 Volcano Airborne Multi-spectral scanner：火山専用空中赤外映像装置 
3 Multi-Parameter Radar：マルチパラメータレーダ 
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イ

リ

）雪氷災害発生予測システムの実用化とそれに基づく防災対策に関する研究 

(a) 雪氷災害発生予測システムの実用化 

雪氷災害発生予測システムの試験運用を行うとともに、山地地形が関与する降雪過程等を解

明することにより陸上の降雪分布予測の改良を行い、２ｋｍの空間分解能での降雪量予測を達

成する。また、雪氷災害発生予測モデルの適用範囲を融雪期の水分を含んだ積雪状態まで拡張

することなどにより、雪氷災害発生予測システムの実用化を図る。ドップラーレーダや積雪気

象監視ネットワークによる降積雪のモニタリングを行い、システムの予測結果を検証する。 

(b) 雪氷ハザードマップ作成手法の研究開発 

雪氷防災実験棟における実験、野外観測、数値モデル計算に基づき、吹雪の変動特性を考慮

した瞬間的な視程悪化の予測や、雪崩の運動を考慮して速度や規模、到達範囲などの推定を可

能とするモデルの開発を行い、その応用として中長期的な雪氷災害対策に利用可能な雪氷ハザ

ードマップ作成手法を開発する。また、モデル地域を対象として、雪崩の発生・運動の予測モ

デルに基づく雪崩等のハザードマップを作成する。 

 

④ 災害に強い社会の形成に役立つ研究開発 

スク情報を活用した社会の防災力の向上等、社会的な要請が強い分野の研究開発に特化する。 

特に、長期戦略指針「イノベーション２５」（平成１９年６月閣議決定）において、早急に開始すべ

き社会還元加速プロジェクトの一つとして掲げられている「きめ細かい災害情報を国民一人ひとりに

届けるとともに災害対応に役立つ情報通信システムの構築」を実現するため、災害リスク情報プラッ

トフォームの開発を行う。また、地震調査研究推進本部の「地震調査研究の推進について－地震に関

する観測、測量、調査及び研究推進についての総合的かつ基本的な施策－」（平成１１年４月）等に基

づき、地震リスク評価の基礎情報を得るため地震動予測とハザード評価に基づく被害の軽減のための

研究開発を推進する。 

ア）災害リスク情報プラットフォームの開発に関する研究 

(a) 災害リスク情報の運用・作成・活用に関する研究開発 

「イノベーション２５」に基づき、主要な災害リスクに関する情報を作成・配信・活用する

災害リスク情報プラットフォームを、他の災害情報システムとの整合性を図りつつ平成２４年

度末までに構築する。 

関係省庁・地方公共団体・研究機関等との連携の下、地震、火山、風水害、土砂、雪氷等の

主要な自然災害に関する観測データ・解析結果・ハザードマップ等の関連情報を集約するとと

もに、これらの情報を行政機関、研究機関、企業、住民等が入手可能となるシステムの整備を

行う。 

集約した災害情報をもとに、社会科学的要素を加味して各種自然災害のリスクを評価する手

法を開発するとともに、ハザード情報の統合化手法の開発を行う。また、全国概観型のハザー

ド・リスクマップ及び特定地域における地域詳細型ハザード・リスクマップを作成・配信する

システムを構築する。 

さらに、配信された災害リスク情報に基づき、地方公共団体、地域コミュニティ、住民等が

防災対策の検討・立案、防災行動における意思決定を支援する災害リスク情報活用システムを

構築する。 

特に、地域詳細型システムについては、特定地域との協力により、その有効性を検証するた

めの実証実験を平成２２年度中を目処に開始し、実用化のための課題の解決を図る。 

 

(b) 地震動予測・地震ハザード評価手法の高度化に関する研究 

日本全域を対象として、地震リスク評価の基礎となりうる精度で地震動予測・地震ハザード

評価が可能となるような手法の開発、情報の整備を実施する。 
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このため、全国的な地盤構造モデルを作成するためのモデル化手法と地震動予測・地震ハザ

ード評価を行うための先端的強震動シミュレーション手法を開発し、さらに地震観測網より得

られるデータを用いたリアルタイム強震動・被害推定システムを開発する。 

また、これらの研究成果により得られる地震ハザードに関する情報を、災害リスク情報プラ

ットフォームの中で公開するための仕組みを構築する。 

イ）地震防災フロンティア研究 

(a) 医療システムの防災力向上方策の研究開発 

地震災害時の医療システムの安定性を向上させるため、医療機器の設置されている構造物の

地震時の挙動を解析し、医療機器の損傷を防ぐ設置方法を提言するとともに、医療機器へ電

力・ガス・上水等を供給するライフラインの地震時の耐久性などについて評価手法を開発する。 

また、派遣医療チームの応援行動や被災医療施設の機能復旧、重傷者の域外搬送などの問題

を検討し、最適な資源配分や搬送経路を判断するための支援システムを開発する。 

(b) 情報技術を活用した震災対応危機管理技術の研究開発 

地方公共団体等の震災に対する防災計画の策定や応急活動、震災からの復旧・復興支援のた

め、時空間地理情報技術等を活用し、住民に対する被災情報や避難所等の最新情報提供、被災

認定や瓦礫撤去などの復旧のための処理の迅速化、高齢者等の災害弱者に対する支援を効率的

に実施することのできるシステムを開発する。 

(c) 災害軽減科学技術の国際連携の提言 

世界中の自然災害を対象として、海外の防災関係機関と連携しつつ優れた災害軽減化技術に

関するデータベースを構築し、ウェブ配信する世界標準となるシステムを開発する。 

 

なお、研究開発を進めるにあたっては、「国の研究開発評価に関する大綱的指針（平成１７年３月２

９日内閣総理大臣決定）」及び「文部科学省における研究及び開発に関する評価指針（平成１７年９月

２６日文部科学大臣決定）」に沿って、研究開発課題毎に外部の有識者による評価を行い、その結果を

以後の研究活動等に積極的に活用する。 
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（２）研究開発の多様な取組み 

①

②

③

 萌芽的な基礎研究及び基盤技術開発の推進 

今後のプロジェクト研究開発の萌芽となり得る独創的な基礎的研究を行うとともに、防災科学技

術の発展に必要な計測技術、情報技術等の基盤技術の開発を行う。これらの研究を実施するにあた

っては、所内研究者の競争的な環境の下に推進する。 

また、「つくばＷＡＮ」等への参加によるスーパーコンピュータの高度利用を実施するとともに、

観測データの増加や高精度なシミュレーションに対するニーズの増加に対応するため、スーパーコ

ンピュータを核として各研究領域を横断する情報基盤を開発、整備する。 

 研究交流による研究開発の推進 

内外の防災行政機関や大学をはじめとする産学官との連携・協力を推進し、効果的・効率的に研

究開発を実施する。共同研究を年６０件以上実施するとともに、防災研究フォーラムの運営を通し

て防災分野の研究開発機関間の連携において中核的な役割を果たす。 

加えて、海外の研究機関等との共同研究等を積極的に推進するとともに、国際誌への論文投稿や

国際シンポジウムの開催等を通して研究成果を海外へ発信することにより、積極的な国際展開を図

る。 

 外部資金の活用による研究開発の推進 

防災科学技術研究所の技術シーズを活用し、文部科学省等の政府機関、科学技術振興機構や日本

学術振興会等の各種団体からの競争的資金の獲得や民間企業等との資金提供型共同研究、受託研究

の実施等、外部資金の積極的な導入を図る。 

外部資金を導入することにより、重点的な基礎研究及び基盤的研究開発において実施する内容で

運営費交付金のみでは充足できないものやその他の多様な研究開発について、積極的に実施する。 

毎年度３０件以上の競争的資金を申請し、７件以上の採択を目指す。また、競争的資金及び民間

からの受託研究費の総額について、平成１３～１６年度実績の平均に対して、中期目標期間中に対

前年度比１％増に相当する総額の獲得を目指す。 

外部資金により研究開発を実施する主な課題は、以下のとおり。 

ア）地下構造解明に基づく強震動の発生予測に関する研究 

大地震の発生メカニズム及び大地震による地震動発生予測に資するための地下構造解明に関す

る研究を行う。 

イ）Ｅ－ディフェンスを用いた耐震性能向上に関する研究 

平成１７年４月のＥ－ディフェンス稼働開始に伴い、Ｅ―ディフェンスを利用した鉄筋コンク

リート建物、地盤・基礎及び木造建物の実大震動破壊実験及びそのデータを活用した各種研究を

実施する。 

ウ）危機管理技術に関する研究 

地震災害被害軽減のため、大地震発生時の緊急地震速報の利活用、災害対応に資するためのシ

ステム開発に関する研究を行う。 

エ）気候変動を踏まえた災害予測に関する研究 

長期的な防災施策へ基礎情報を提供するため、地球温暖化等の長期的気候変動が台風、豪雨、

渇水等の気象・沿岸災害の傾向に及ぼす影響の予測に関する研究を行う。 

オ）国際的な自然災害軽減への貢献に資する研究 

国際的な自然災害軽減に資するため、地震・火山観測網整備、データ交換、災害対応技術の普

及などを実施する。 
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（３）研究成果の発表等 

① 誌上発表・口頭発表の実施 

防災科学技術に関連する査読のある専門誌に１．０編/人・年以上の発表を行う。うち、ＳＣＩ対

象誌4等の重要性の高い専門誌に２００編/５年以上の発表を行うことにより、論文の質の確保に努め

る。 

また、学会等において４．６件/人・年以上の発表を行う。 

② 知的財産権の取得及び活用 

防災科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発に係る特許・実用新案等の知的財産権の取得

や活用を進め、年に３件以上の特許申請を行う。また、取得したものについてはホームページにお

いて公開する。 

なお、知的財産権の活用にあたっては、防災科学技術に係る研究成果が社会の防災力の向上に資

する公益性の高いものであることを勘案し、他機関による活用の妨げとならないように留意する。 

③ 研究成果のデータベース化及び積極的な公開 

基盤的地震観測網や火山観測網によって収集されるデータ、ＭＰレーダによる雨量の観測データ、

降積雪の観測データ及びその処理結果等について迅速に公開するとともに、地震ハザードステーシ

ョン、台風データベース等について、内容の更新、高度化を進める。 

また、豪雨や地震による地すべり対策に必要な地すべり地形の判読と分布図の作成・発行を進め、

日本全国をカバーするように努める。地すべり地形分布図が作成された地域は、地すべり地形情報

並びに土砂災害発生履歴に関する空間情報のデータベース化を進め公開する。 

なお、データベースの公開にあたっては、ユーザーからの意見を反映しつつ、より利用しやすく

なるように継続的に改良を行う。 

 

 

                             
4 Science Citation Index対象誌：Thomson社が行っている自然科学分野の論文に対する引用指標

（SCI）調査の対象となっている世界の主要な学術雑誌 
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２ 災害に強い社会の実現に資する成果の普及及び活用の促進 

防災科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発に係る成果について、内外の防災行政機関、試

験研究機関及び大学等への普及と活用の促進を図るとともに、高度情報技術を活用した様々な研究成

果の可視化等、一般にわかりやすい形での成果普及に努めることにより、専門家の科学技術的な理解

のみならず広く国民の防災意識が向上、災害に強い社会の実現に資するよう、研究成果の普及及び成

果の活用の促進を図る。 

（１）国及び地方公共団体の防災行政への貢献 

① 国及び地方公共団体における研究成果の活用の促進 

国及び地方公共団体等との連携を密にし、防災科学技術に関する研究成果の活用の促進を図るこ

とにより、防災行政へ積極的に貢献する。 

防災科学技術研究所の地震、火山、風水害、土砂、雪氷などの様々な災害に関する観測データや

ハザードマップ、これらをもとに構築するリスク評価手法、危機管理技術等の研究成果が、国や地

方公共団体において実際に利用されるなど、防災行政への活用を促進することにより、自然災害か

ら国民の生命・財産を守ることに貢献する。 

② 国等の委員会への情報提供 

地震調査委員会、地震防災対策強化地域判定会、地震予知連絡会、火山噴火予知連絡会等へ調査

研究成果を年間１００件以上提供する。 

（２）社会への情報発信 

① 広報活動の実施 

防災科学技術に関する研究成果等を一般の方々が興味を持てるような形で広報し、最新の情報を

迅速にプレス発表するとともに、研究成果等が地方公共団体等において活用されるよう、地方公共

団体向けの広報を積極的に行い、研究成果の社会還元を促進する。 

ホームページは随時更新し、各種のデータベースへのアクセスを含め年間１０００万件以上のア

クセスを確保する。 

②

③

 シンポジウム等の開催 
防災科学技術に関する研究成果等について、研究者や防災行政関係者、一般国民への理解の促進

を図るため、シンポジウムやワークショップを年に２０回以上開催する。 

 施設見学の受入れ 

防災科学技術研究所のつくば本所、兵庫耐震工学研究センター、雪氷防災研究センター等におい

て見学者を受け入れ、防災科学技術に関する研究概要や研究成果等をわかりやすく説明することに

より、見学者一人一人の防災意識の向上を促す。 
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３ 防災科学技術の中核機関として積極的貢献を果たすための内外関係機関との連携協力 

（１）施設及び設備の共用 

防災科学技術研究所の大型の研究施設・設備については、これらを用いて自ら質の高い研究を実施

するとともに、科学技術に関する研究開発や防災に関する普及啓発を行う者の共用に供することを目

的としている。実大三次元震動破壊実験施設、大型耐震実験施設、大型降雨実験施設及び雪氷防災実

験施設について、受託研究、共同研究、施設貸与、普及啓発活動等により外部の研究者等の利用に供

する。 

① 実

１２件/５

大三次元震動破壊実験施設（三木） 

年以上の研究課題等の実施のために活用する。 

② 大型耐震実験施設（つくば） 

４２件/５年以上の研究課題等の実施のために活用する。 

③ 大型降雨実験施設（つくば） 

４０件/５年以上の研究課題等の実施のために活用する。 

④ 雪氷防災実験施設（新庄） 

１０７件/５年以上の研究課題等の実施のために活用する。 

（２）情報及び資料の収集・整理・保管・提供 

国内外の災害及び防災科学技術に関する情報及び資料の継続的な収集を行い、デジタル化、データ

ベース化等の推進により整理・保管を進め、ホームページなどを通じてその提供を行う。 

さらに、所内外の研究者が災害・防災科学技術に関する資料や最新の学術情報を享受できる研究環

境を整備する。 

（３）防災等に携わる者の養成及び資質の向上 

社会の防災力の向上に資することを目的とし、防災等に携わる者の養成及び資質の向上に資する取

組みを行う。 

地方公共団体、大学、住民、ＮＰＯ等と連携し、防災科学技術に関する研究を推進しつつ、防災等

に携わる者の人材育成に協力する。連携大学院制度等による大学院生及び地方公共団体や民間企業、

ＮＰＯ等からの研修員やＪＩＣＡ研修等の開発途上国の防災関係者の研修生を年１２名以上受け入れ

る。 

また、防災科学技術に関する研究開発を行う者の要請に応じ、年１２件以上職員を派遣し、派遣先

において行われる防災科学技術に関する研究開発に協力するとともに、招へい研究者等（客員研究員

を含まない）を年２０名以上受け入れる。 

さらに、地方公共団体や行政機関、教育機関等からの要請に応じ、職員を年に６２件以上講師とし

て派遣し、国民の防災意識の向上を図る。 

（４）災害発生等の際に必要な業務の実施 

① 災害調査等の実施 

国内外の災害の状況や発生メカニズムを的確に把握することを目的に、研究所の様々な災害分野

の研究職員及び事務職員が協働して災害調査を実施し、その結果を報告書にとりまとめる。 

また、その成果を国や地方公共団体等の防災関係行政機関に提供するとともに、自らの事業計画

の策定に活用する。 

② 指定公共機関としての業務の実施 

災害発生時には、災害対策基本法に基づく指定公共機関として必要な業務体制を整備し、同法の

関係法令及び自らの防災業務計画に基づき、災害に関する調査研究を推進し、関係行政機関等へ成

果の提供を行う。 
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Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置  

１ 組織の編成及び運営 

理

と

②

③

事長のリーダーシップの下、効果的・効率的な組織の編成・運営を行う。 

（１）組織の編成 

① 研究部長、プロジェクトディレクターを中心とする研究組織の編成 

② 多様な災害について、統合的・分野横断的に研究開発を行うことのできる研究体制の整備 

③ 地方公共団体の防災科学技術に対する研究ニーズを把握し、研究成果等を社会へ還元するため

の体制の整備 

④ 業務の進展に伴い、機動的・効率的に業務を行うための柔軟な組織・体制の見直し 

（２）組織の運営 

① 各部署において迅速な意思決定と柔軟な対応を実現するため、各部署への権限委譲を推進するこ

により、権限と責任を明確にした組織運営を行う。 

 防災分野の研究開発成果の利用者を含む有識者から助言を得る場を設け、運営の改善を図る。 

 地方公共団体の防災科学技術に対する研究ニーズを把握し、組織の運営に反映させる。 

 

２ 業務の効率化 

防災科学技術研究所の業務を効果的・効率的に実施するため、契約等の各種事務手続きの簡素化、

迅速化や競争入札等の適正な契約の締結、省エネルギーの推進等により、経費の節減や事務の効率

化・合理化を図り、国において実施されている行政コストの効率化を踏まえた業務の効率化を図る。 

また、業務の定型化を促進し、外部に委ねることのできるものはコストパフォーマンスを考慮しつ

つ積極的にアウトソーシングすることにより、職員配置を合理化するなど、資源の効果的・効率的な

活用に努める。 

中期目標の期間中、一般管理費（退職手当等を除く。）について、平成１７年度に比べその１５％以

上を削減し、その他の業務経費（退職手当等を除く。また、新規に追加される業務、拡充業務分等は

その対象としない。）については、既存事業の徹底した見直しを行い、平成１７年度に比べその５％以

上の削減を図る。 

「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）及び「簡素で効率的な政府を実現する

ための行政改革の推進に関する法律」（平成１８年法律第４７号）において削減対象とされた人件費に

ついては、平成２２年度までに平成１７年度と比較し５％以上削減する。ただし、今後の人事院勧告

を踏まえた給与改定分、及び、以下により雇用される任期付職員の人件費については、削減対象から

除く。 

・競争的研究資金または受託研究もしくは共同研究のための民間からの外部資金により雇用される任

期付職員 

・国からの委託費及び補助金により雇用される任期付研究者 

・ 運営費交付金により雇用される任期付研究者のうち、国策上重要な研究課題（第三期科学技術基

本計画（平成１８年３月２８日閣議決定）において指定されている戦略重点科学技術をいう。）

に従事する者及び若手研究者（平成１７年度末において３７歳以下の研究者をいう。） 

事務・技術職員の給与水準に関しては、平成２２年度までの中期目標期間において、ラスパイレス

指数１００を目標に俸給及び諸手当等について国家公務員の給与体系に準拠することにより、給与水準

の適正化を図る。 

国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与体系の見直しとして、中高年層の給与引き下げ幅を大き

くし、年功カーブのフラット化を図り、また、職務内容、経歴、勤務状況等を勘案し、管理職員の給

与等の見直しを図る。 
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Ⅲ 予算（人件費の見積もりを含む）、収支計画及び資金計画 

１ 予算（別添３参照） 

自己収入の増額に努め、中期目標期間中、雑収入について、３４百万円の獲得を目指す。 

２ 収支計画（別添４参照） 

３ 資金計画（別添５参照） 

 

Ⅳ 短期借入金の限度額  

短期借入金の限度額は、１４億円とする。 

短期借入れが想定される理由としては、運営費交付金の受入れの遅延や受託業務に係る経費の暫時立

替等がある。 

 

Ⅴ 重要な財産を譲渡し、又は担保にしようとするときは、その計画 

第１期中期目標期間終了時の独立行政法人の見直しにおいて、波浪等観測塔及び波浪等実験施設

（平塚実験場）の廃止が決定したことを踏まえ、期間中の当該施設の譲渡に努めることとする。 

 

Ⅵ 剰余金の使途 

研究所の決算において、剰余金が生じた時は、重点的に実施すべき研究開発業務への充当、職員教

育・福利厚生の充実、業務の情報化、研究所の行う広報の充実に充てる。 

 

Ⅶ その他 

１ 施設・設備に関する事項 

防災科学技術研究所が中期目標期間中に整備・廃止・処分する主な施設・設備は別添６のとおり。 

なお、波浪等観測塔及び波浪等実験施設（平塚実験場）・地表面乱流実験施設（つくば）については

廃止する。 

 

２ 人事に関する事項 

（１）職員の非公務員化等 

職員の非公務員化により、大学や民間企業等との人事交流の促進、職員の採用・雇用における自

由度の確保及び弾力的な兼業制度を活用した外部との交流の強化等に努め、人的資源を効果的・効

率的に活用することにより、一層の成果をあげるよう努める。 

また、職員の非公務員化によるメリットを最大限に活用できるよう、防災科学技術研究所の経営

戦略に沿った優秀かつ多様な人材の確保を図るため、新たな研究系職員の採用制度を構築する。 

（２）人員に係る指標 

業務の効率化を進めつつ、業務規模を踏まえた適正な人員配置に努める。 
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（参考１） 

・期初の常勤職員数       １８５人 

・期末の常勤職員数の見込み   １７６人 

但し、上記の人数は、運営費交付金もしくは外部資金により雇用しているもの（総人件費改革

の取組の削減対象外となる任期付研究者等を除く。）である。 

（参考２） 

中期目標期間中の常勤役職員の人件費総額見込み６，８０５百万円 

但し、上記の額は、運営費交付金もしくは外部資金により支出する役員報酬並びに職員基本給、

職員諸手当、超過勤務手当、休職者給与に相当する範囲の費用（総人件費改革の取組の削減対象

外となる任期付研究者等の人件費を除く。）である。 

なお、上記の削減対象とされた人件費に総人件費改革の取組の削減対象外となる任期付研究者

等に係る人件費を含めた総額は、９，７６１百万円である。（ただし、この金額は国からの委

託費、補助金、競争的資金及び民間からの外部資金の獲得状況等によって増減があり得る。） 

 

３ 能力発揮の環境整備に関する事項 

個々の職員が最大限に能力を発揮するための職場環境の整備に努める。 

（１）職員研修制度の充実 

柔軟な組織編成や人員配置等を実現するため、職員の業務に必要な専門知識、技能の向上、さら

には内外へのキャリアパスの開拓に繋がるような、在外研究員制度などの研修制度の充実を図り、

高い専門性と広い見識を身につけることのできる環境を整備する。 

（２）職員評価結果の反映 

職員の業務に対するモチベーションの向上を図ることを目的として、職員評価の結果を昇給、昇

格、賞与等に反映させる。 

なお、評価の実施にあたっては、評価者と被評価者の間のコミュニケーションを充実させ、きめ

細かな指導・助言を行う。また、研究開発基盤の整備・運用に携わる職員に対して適切な評価が行

われるよう配慮する。 

（３）職場環境の整備 

職員が働きやすく自己の能力を最大限発揮できるよう、また個々の職員の意見を最大限尊重し研

究所運営に反映できるよう、職場環境の改善に関する意見箱の設置などを通じて職場環境の整備を

推進する。 

また、事故及び災害等の発生を未然に防止し業務を安全かつ円滑に遂行できるよう労働安全衛生

管理を徹底する。 

 

４ 情報公開 

独立行政法人等の保有する情報の公開等に関する法律（平成十三年法律第百四十五号）に定める

「独立行政法人の保有する情報の一層の公開を図り、もって独立行政法人等の有するその諸活動を国

民に説明する責務が全うされるようにすること」を常に意識し、情報の提供を行う。 

 

５ 中期目標期間を超える債務負担 

なし。 
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（別添１）研究計画を策定する上で踏まえた法律 

「独立行政法人防災科学技術研究所法」 

（平成１１年１２月２２日法律第１７４号  改正 平成１２年５月２６日法律第８４号） 

「科学技術基本法」 

（平成７年１１月１５日法律第１３０号  改正 平成１１年１２月２２日法律第１６０号） 

「災害対策基本法」 

（昭和３６年１１月１５日法律第２２３号  最終改正 平成１４年７月３１日法律第９８号） 

「大規模地震対策特別措置法」 

（昭和５３年６月１５日法律第７３号  最終改正 平成１１年１２月２２日法律第１６０号） 

「地震防災対策特別措置法」 

（平成７年６月１６日法律第１１１号  最終改正 平成１３年６月２９日法律第９２号） 

「活動火山対策特別措置法」 

（昭和４８年７月２４日法律第６１号  最終改正 平成１４年７月３１日法律第９８号） 

「豪雪地帯対策特別措置法」 

（昭和３７年４月５日法律第７３号  最終改正 平成１４年３月３１日法律第１２号） 

など 

 

 14



（別添２）研究計画を策定する上で踏まえた国の計画等 

「科学技術基本計画」（平成１８年３月  閣議決定） 

「今後の重点的な調査観測について －活断層で発生する地震及び海溝型地震を対象とした重点的

調査観測、活断層の今後の基盤的調査観測の進め方－」 

（平成１７年８月 地震調査研究推進本部政策委員会調査観測計画部会） 

「文部科学省における防災科学技術分野に関する研究開発について ～第３期科学技術基本計画の

策定に向けて～」（平成１７年１月 科学技術・学術分科会 研究計画・評価分科会 防災分野の研

究開発に関する委員会） 

「防災基本計画」（平成１６年３月最終改訂 中央防災会議） 

「第７次火山噴火予知計画の推進について（建議）」 

（平成１５年７月 科学技術・学術審議会 測地学分科会） 

「地震予知のための新たな観測研究計画（第２次）の推進について（建議）」 

（平成１５年７月 科学技術・学術審議会 測地学分科会） 

「東南海・南海地震を対象とした調査観測の強化に関する計画（第一次報告）」 

（平成１５年６月 地震調査研究推進本部） 

「防災に関する人材の育成・活用について」 

（平成１５年５月 中央防災会議 防災に関する人材の育成・活用専門調査会） 

「防災に関する研究開発の推進方策について」 

（平成１５年３月 科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科会） 

「地震に関する基盤的調査観測計画の見直しと重点的な調査観測体制の整備について」 

（平成１３年８月 地震調査研究推進本部） 

「地震調査研究の推進について－地震に関する観測、測量、調査及び研究の推進についての総合的

かつ基本的な政策－」（平成１１年４月 地震調査研究推進本部） 

「「地震防災研究基盤の効果的な整備のあり方について」（諮問第２４号）に対する答申」 

（平成９年９月 航空・電子等技術審議会） 

長期戦略指針「イノベーション２５」（平成１９年６月 閣議決定） 

など 
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（別添３）予算 

（中期計画の予算）        （単位：百万円）

区     別 金     額 

収入 

運営費交付金 ４１，９４３

施設整備費補助金 ５，０１４

自己収入 ５５０

受託事業収入等 １０，７２６

 

計 ５８，２３３

支出 

一般管理費 ２，９０６

（特殊経費を除いた一般管理費） ２，６８８

   うち、人件費 ２，０４６

   （特殊経費を除いた人件費） １，８２８

   物件費（公租公課を含む） ８６０

 事業費 ３９，５８７

 （特殊経費を除いた事業費） ３８，７３４

うち、人件費 ７，３４２

（特殊経費を除いた人件費） ６，４９０

    物件費 ３２，２４４

  （特殊経費を除いた物件費） ３２，２４４

受託研究費 １０，７２６

施設整備費 ５，０１４

  

計 ５８，２３３

 

 【本表についての注釈】 

上記、収入中の施設整備費補助金及び支出中の施設整備費については、平成１９～２２年度中は、

平成１８年度当初予算額と同額と仮定して記載しているが、各事業年度の予算編成過程において再

計算され、決定される。 

 

 ［人件費の見積もり］ 

期間中総額６，８０５百万円を支出する。 

但し、上記の額は、運営費交付金もしくは外部資金により支出する役員報酬並びに職員基本給、職

員諸手当、超過勤務手当、休職者給与に相当する範囲の費用（総人件費改革の取組の削減対象外とな

る任期付研究者等の人件費を除く。）である。 

なお、上記の削減対象とされた人件費に総人件費改革の取組の削減対象外となる任期付研究者等に

係る人件費を含めた総額は、９，７６１百万円である。（ただし、この金額は国からの委託費、補

助金、競争的資金及び民間からの外部資金の獲得状況等によって増減があり得る。） 
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［運営費交付金の算定ルール］ 

 

○ 運営費交付金 Ａ（ｙ）＝Ｃ（ｙ）＋Ｒ（ｙ）＋ε（ｙ）－Ｂ（ｙ） 

 

   Ａ（ｙ）：当該事業年度における運営費交付金。 

Ｃ（ｙ）：各事業年度における一般管理費。（特殊経費に含まれるものを除く。） 

Ｒ（ｙ）：各事業年度における事業経費。（特殊経費に含まれるものを除く。） 

ε（ｙ）：各事業年度における特殊経費。特殊経費として、人件費中の退職手当及び非公務員化に

伴う雇用保険料等を含む。各事業年度の予算編成過程において、当該経費を具体的に決定

する。 

Ｂ（ｙ）：各事業年度における自己収入の見積り。 

 

 

○ 一般管理費（特殊経費に含まれるものを除く） Ｃ（ｙ）＝Ｐｃ（ｙ）＋Ｅｃ（ｙ） 

・人件費（特殊経費に含まれるものを除く） 

   Ｐｃ（ｙ）＝Ｐｃ（ｙ－１）×α１（係数）×σ（係数） 

 ・物件費 

   Ｅｃ（ｙ）＝Ｅｃ（ｙ－１）×α２（係数）×β 

 

Ｐｃ（ｙ）：各事業年度における一般管理費中の人件費。（特殊経費に含まれるものを除く。） 

Ｐｃ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＰｃ（ｙ）。 

Ｅｃ（ｙ）：各事業年度における一般管理費中の物件費。 

Ｅｃ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＥｃ（ｙ）。 

α１：一般管理費人件費効率化係数。中期目標に記載されている一般管理費中の人件費に関する

削減目標を踏まえ、各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的な係

数値を決定する。 

α２：一般管理費物件費効率化係数。中期目標に記載されている一般管理費中の物件費に関する

削減目標を踏まえ、各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的な係

数値を決定する。 

σ：人件費調整係数。各事業年度予算編成過程において、給与昇給率等を勘案し、当該事業年度

における具体的な係数値を決定する。 

β：消費者物価指数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的な係数

値を決定する。 
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○ 事業費（特殊経費に含まれるものを除く） Ｒ（ｙ）＝Ｐｒ（ｙ）＋Ｅｒ（ｙ） 

・人件費（特殊経費に含まれるものを除く） 

Ｐｒ（ｙ）＝Ｐｒ（ｙ－１）×α３（係数）×σ（係数） 

・物件費（特殊経費に含まれるものを除く） 

Ｅｒ（ｙ）＝Ｅｒ（ｙ－１）×α４（係数）×β（係数）×γ（係数） 

 

Ｐｒ（ｙ）：各事業年度における事業経費中の人件費。（特殊経費に含まれるものを除く。） 

Ｐｒ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＰｒ（ｙ）。 

Ｅｒ（ｙ）：各事業年度における事業費中の物件費。（特殊経費に含まれるものを除く。） 

Ｅｒ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＥｒ（ｙ）。 

α３：事業費人件費効率化係数。中期目標に記載されている事業費中の人件費に関する削減目標

を踏まえ、各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的な係数値を決

定する。 

α４：事業費物件費効率化係数。中期目標に記載されている事業費中の物件費に関する削減目標

を踏まえ、各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的な係数値を決

定する。 

σ：人件費調整係数。各事業年度予算編成過程において、給与昇給率等を勘案し、当該事業年度

における具体的な係数値を決定する。 

β：消費者物価指数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的な係数

値を決定する。 

γ：業務政策係数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における具体的な係数値

を決定する。 

 

 

○ 自己収入 Ｂ（ｙ）＝ Ｂ１（ｙ）＋Ｂ２（ｙ） 

        ＝｛Ｂ１（ｙ－１）×δ１（係数）＋Ｂ２（ｙ－１）×δ２（係数）｝×λ（係数） 

 

Ｂ（ｙ）：各事業年度における自己収入の見積り。 

Ｂ１（ｙ）：各事業年度における震動台の施設利用に係る自己収入。 

       Ｂ１（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＢ１（ｙ）。 

Ｂ２（ｙ）：各事業年度における雑収入。 

      Ｂ２（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＢ２（ｙ）。 

δ１：施設利用収入政策係数。過去の実績を勘案し、各事業年度の予算編成過程において、当該

事業年度における具体的な係数値を決定する。 

δ２：雑収入政策係数。過去の実績を勘案し、各事業年度の予算編成過程において、当該事業年

度における具体的な係数値を決定する。 

λ：収入調整係数。過去の実績における自己収入に対する収益の割合を勘案し、各事業年度の予

算編成過程において、当該事業年度における具体的な係数値を決定する。 
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（別添４）収支計画 

                                    （単位 百万円） 

区   別 金   額 

費用の部 

  経常経費 

   一般管理費 

    うち、人件費（管理系） 

       物件費（公租公課を含む） 

   業務経費 

    うち、人件費（事業系） 

       物件費 

   受託研究費 

   減価償却費 

  財務費用 

  臨時損失 

 

計 

 

収益の部 

  運営費交付金収益 

  受託収入 

  その他の収入 

  資産見返運営費交付金戻入 

  資産見返物品受贈額戻入 

  臨時収益 

 

                     計 

 

純利益 

目的積立金取崩額 

総利益 

５３，２８１ 

２，８０１ 

２，０４６ 

７５５ 

３５，５８６ 

７，３４２ 

２８，２４３ 

１０，７２６ 

４，１６７ 

７９ 

０ 

５３，３６０ 

３７，９１６ 

５５０ 

１０，７２６ 

１，８４３ 

２，３２４ 

０ 

５３，３６０ 

０ 

０ 

０ 

【注釈】各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 
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（別添５）資金計画 

                            （単位 百万円） 

区   別 金   額 

資金支出 

  業務活動による支出 

  投資活動による支出 

  財務活動による支出 

  次期中期目標の期間への繰越金 

 

資金収入 

  業務活動による収入 

   運営費交付金による収入 

   受託収入 

   その他の収入 

  投資活動による収入 

   施設整備費による収入 

  財務活動による収入 

   無利子借入金による収入 

  前期中期目標の期間よりの繰越金 

５８，２３３ 

２７，４２８ 

２９，０００ 

１，８０５ 

０ 

５８，２３３ 

５３，２１９ 

４１，９４３ 

１０，７２６ 

５５０ 

５，０１４ 

５，０１４ 

０ 

０ 

０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【注釈】各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 
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（別添６）中期目標期間中に整備・廃止・処分する施設・設備 

 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 

新庄施設整備 

実大三次元震動破壊実験施設整備（治具製作等） 

Ｋ－ＮＥＴ観測施設整備 

ドップラーレーダのＭＰレーダ化 

１６ 

４４７ 

３２５ 

２１５ 

施設整備費補助金 

〃 

〃 

〃 

【注釈】金額については見込みである。 

なお、上記のほか、中期目標を達成するために必要な地震観測施設その他業務の実施状況等を

勘案した施設整備が追加されることがあり得る。また、施設・設備の老朽度合等を勘案した改修

（更新）等が追加される見込みである。 
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